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第１章 人口減少、少子化・高齢化が示す意味



１ 都道府県別人口減少率の変化

1975（S50） 1990（H2） 2015（H27）

2025（H37）

○1975年（第二次ベビーブーム＝団塊ジュニア世代）でも
東北、山陰、九州の一部は既に人口減少局面

○1990年（バブル終焉直前）は、太平洋ベルト地帯以外は
人口減少局面

○2015年（現在）は、東京、南関東、愛知、滋賀、福岡以外
は人口減少局面

○2025年になると全ての都道府県で人口減少局面

＊愛知県は、これから人口減少局面に移る時期

＊今後、少子化、高齢化の影響が本格化するということ



２ 高齢者の人口推移（2015→2040）

＊85歳以上人口は、2040年にかけて全都道府県で増加する見込み。
＊65歳以上の高齢者の増加数が大きいのは、東京都、神奈川県、愛知県、埼玉県、大阪府

（出典）平成２９年１１月総務省自治行政局『自治体戦略２０４０構想研究会（第３回）事務局提出資料』より

総人口が減るだけでなく、高齢者が
増えるということの意味が重要



３ 人口構造推移に影響される社会保障財源（全国）

1990年
（H2）①

2010年
（H22）②

伸率
②/①

社会保障
給付費
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社会保障財源の内訳の推移 （兆円） (指数) 医療費、介護費と雇用者報酬（事業費ベース）

※100にならないのは、その他収入（年金運用による資産収入等）のため
（出典）財務省財政制度分科会（28.10.4開催）資料に加筆

（出典）財務省財政制度分科会（28.10.4開催）資料
厚労省「国民医療費」「介護給付費実態調査」、内閣府「国民経済計算」

＊近年の社会保障給付費の増加に伴う負担増は公費に集中

＊高齢化による医療費・介護費の伸びは増加が見込まれるのに対し、雇用者数の
総報酬額は、生産年齢人口の減少に伴い大幅な増加は見込めないため、保険料
負担は増加し、さらにそれを公費負担で賄わざるを得ない構造
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４ 年齢階級別１人当たり医療・介護費（全国）

年齢階級別１人当たり国民医療費
（2014年）

年齢階級別１人当たり介護費
（2014年）

（出典）財務省財政制度分科会（28.10.4開催）資料（厚生労働省「国民医療費の概況」、「介護保険費実態調査」等を基に作成）

＊後期高齢者（75歳以上）⇒ 65-74歳に比べ医療費は約５倍、介護費は約１０倍
＊高齢化の意味するもの ⇒ 医療費・介護費が格段に増加する後期高齢者数の増加

⇒ これまで以上の伸びで社会保障費が増加



５ 医療・介護の給付費の将来推計

（出典）平成２９年１１月総務省自治行政局『自治体戦略２０４０構想研究会（第３回）事務局提出資料』より

医療給付費：35.1兆円（2012年）→54.0兆円（2025年）【1.5倍】
（公費負担）15.0兆円（2012年）→25.5兆円（2025年）【1.7倍】

介護給付費： 8.4兆円（2012年）→19.8兆円（2025年） 【2.3倍】
（公費負担） 4.8兆円（2012年）→11.1兆円（2025年） 【2.3倍】

2025年にかけて、医療・介護の給付費は高齢化とともに急激な増加が見込まれる。
⇒ＧＤＰ（1.27倍）、人口増加率を上回る社会保障費の増加率！



第２章 人口減少、少子化・高齢化が
清須市に及ぼす影響



６ 清須市人口ピラミッドの変化
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総数 63,358人

団塊世代が全員、後期高齢者へ
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（出典）2015までは国勢調査、2025以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口－平成25年3月推計－」



７ 10年前と、これからの10年は違う！

2005(H17) 2015(H27) 2025(H37) 2040(H52)

清須市総人口 63,358 67,327 67,299 64,870

0-14歳 9,011 10,039 9,233 8,183

15-64歳（A） 43,113 41,834 41,551 37,975

2005比 － ▲ 3.0% ▲ 3.6% ▲ 11.9%
65-74歳 6,693 8,426 6,623 9,067

2005比 － ＋25.9% ▲ 1.0% ＋35.5%

高齢者率 17.7% 23.0% 24.3% 28.9%

75歳以上（B） 4,541 7,028 9,721 9,645

2005比 － ＋54.8% ＋114.1% ＋112.4%

うち第１号被保険者数 1,240 1,938 2,955 ー
うち要介護３以上 487 726 1,160 ー
Ａ÷Ｂ 9.5人 6.0人 4.3人 3.9人

○2005→2025の20年間の変化 （愛知県を始め三大都市圏はこれから超高齢社会へ）
＊後期高齢者（75歳以上）の介護第１号被保険者数 約２倍
＊後期高齢者のうち要介護３以上 約３倍
＊後期高齢者１人を支える生産年齢人口 9.5人⇒4.3人（負担約２倍）

（出典）2015までは国勢調査、2025以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口－平成25年3月推計－」
介護部分は、介護保険事業状況報告（清須市）、第７期将来推計用推計人口（厚労省）

（参考）『ソシオ･マネジメントvol.3』（発行；ＩＩＨＯＥ代表川北秀人氏）資料を基に清須市版を作成



８ 高齢化の進展が市財政に与える影響（一財ベース）

※医療費（公費）の構成割合を27年度決算から国66％、県17％、市17％、介護費（公費）の構成割合を28予算から国46.9％、県28.6％、市24.5％として前頁の医療、
介護の各国庫負担額に乗じて算出（介護は居宅に加え、国・県のみに生じる施設等の負担がある）

人口

医療

介護

65‐74歳 75歳以上

8,426人

6,623人

7,028人

9,721人

2015年

2025年

＋2,693人

▲1,803人

1人当たり医療費
に占める市負担

（一般財源ベース）

2.0万円

1人当たり介護費
に占める市負担

（一般財源ベース）

0.8万円

9.2万円

7.6万円

負担増
負担減

負担減

約５倍

約10倍

＊年度階級別の１人当たり医療・介護費が全く増加しないと仮定しても、2025年に
かけて、医療・介護費の市負担は急増する見込み（過去の伸率が当てはまらない）

負担増
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９ 市社会保障関係費の粗い推計（事業費ベース）

65‐74歳 7,518人 8,426人 7,990人 6,623人

国推計に
基づく
粗い

推計値

税収は微増
（生産人口減）

75歳～ 5,784人 7,028人 8,321人 9,721人
＋2,537人

＋3,937人

（注）市税、扶助費とも29年度までは決算額 ※医療費・介護費は厚生労働省「社会保障に係る費用の将来推計の改定について」

＊国の社会保障費用の推計を踏まえると、2025年は100億円を突破するまで増加か。
＊医療費が5倍、介護費が10倍かかる後期高齢者が大幅に増加する局面なのであり得る。

（億円）
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国の社会保障費のうち医療費・介護費※
2012（H24） 2025（H37）

43.5兆円 → 73.8兆円【1.7倍】
(参考)

2010（H22） 2015（H27）
40.6兆円 → 47.1兆円【1.16倍】
※市の増加割合と同程度

１．７倍

＋1,244人



１０ ２０２５年の清須市は？

○高齢者率（６５歳以上対象）は？ ⇒ ２４．３％（超高齢社会が進展）

＊高齢化社会（高齢化率7～14％）、高齢社会（同14～21％）

○７５歳以上は？ ⇒ ９，７２１人 市民の７人に１人

＊2015年度（Ｈ27）は10人に1人、2010年度（Ｈ22）は14人に1人

○生産人口は？ ⇒ Ｈ２７から ▲２８３人、▲０．７％

＊生産人口が増えないということは、従業員所得が上がらない限り市税
収入の約１/３を占める個人市民税の増加は期待できないということ

○高齢者１人を支える生産人口は？ ⇒ わずか４．３人

＊2015年度（Ｈ27）は６．０人、2010年度（Ｈ22）は９．５人

○財源は大丈夫か？

＊社会保障費 ⇒ １００億円程度か（現在の市税収入額と同程度）
団塊世代が、全員「後期高齢者」になる影響は大きい

＊さらに公共施設の維持管理経費の増大（H27から＋8.5億円/年の試算）



第３章 公共施設のマネジメント



１１ 公共施設マネジメントの必要性

社会保障費の増大に加え、施設の老朽化による
維持管理コストの増大

２つの
老朽化

財源
不足

担い手
不足

なぜ今、公共施設のマネジメントが必要なのか？

⇒ 少子化・高齢化と公共施設の老朽化の「２つの老朽化」が原因

担い手が不足する中で、いかに“まちづくり”を
行っていくのか。

公共施設という“場”を“まちづくり”の観点から
再編する必要がある。

「入り口の再構築」をハード面から実施していく。
※ 入り口の再構築 ⇒ 行政サービスのあり方を前提条件から見直すこと

＊公共施設再配置は、将来の課題に対し、新たな市民と行政のあり方を考えること。
＊単なる面積増減の話ではない。



【施設管理者の刑事責任が問われた事例】埼玉県ふじみ野市のプール事故（H18.7.31)

市営プールで遊泳者が吸水口から吸い込まれ死亡した事故

◆施設の構造上の問題
吸水口の事故防止対策の不備など

◆管理運営体制の問題
指定管理者がビルメンテ業者に丸投げ⇒無断再委託

◆具体的対応の問題
アルバイト監視員の理解不足、遊泳中止が行われなかった

◆施設管理者の管理の問題
施設管理が適切に行われているかのチェックが不十分
⇒危機認識の希薄・欠如

●担当課長（禁固１年６か月）
●担当係長（禁固１年）
○委託業者社長（起訴猶予処分）

○再委託業者社長、同現場管理者（略式起訴1,000千円）

※歴代の施設担当者や市長などの責任は問われていない。

17

⇒ 失職

刑事責任

事故原因

１２ 施設管理者の責任



１３ 清須市における公共施設等の現況①
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公共建築物の延床面積を建築年度ごとに見ると、63.0％の建物が建設されてから30年を
超えており、1955（昭和30）年度から1990（平成2）年度まで、学校教育系施設の割合が
高くなっている。⇒現在、小中学校の長寿命化工事を順次実施中。



１４ 清須市における公共施設等の現況②

市民文化系施設

9% 社会教育系施設

2%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設

2%

産業系施設

8%

学校教育系施設

50%

子育て支援施設

11%

保健・福祉施設

7%

行政系施設

9%

その他

2%

施設区分別では、学校教育系施設が半数（５０％）を占めており、次いで、子育て支援施設、
行政系施設、市民文化系施設の順に高くなっている。

■清須市の状況（対象93施設（158棟））

小中学校（１２校）の延床面積 88,755㎡ ／ 総延床面積 184,415㎡ ＝ 48.1％

⇒学校を含めた再配置を行わなければ、縮減目標▲17.7％（▲32,641㎡）の達成は困難



１５ パターン別による総面積縮減イメージ

学校施設を20年間縮減しない場合学校施設を10年後から縮減する場合

⇒先行している学校施設の長寿命化工事でも、耐用年数前の統廃合の対象（左図のとおり）
としていかないと、現実的な公共施設マネジメントが行えない

100,000 ㎡

150,000 ㎡

200,000 ㎡

０年 １０年 ２０年 ３０年 ４０年
100,000 ㎡

150,000 ㎡

200,000 ㎡

０年 １０年 ２０年 ３０年 ４０年

＊学校施設は、現在、長寿命化工事を行っているが、今後２０年間縮減せず、その面積を維持し続けた
場合、総合管理計画目標（面積換算▲17.7％縮減）を達成するためには、右図のように、ドラスティック
な施設の統廃合が必要となる。



１６ 公共施設の再配置の検討フロー

■１次評価

施設の安全性
（耐震性の有無、老朽化率）

施設利用状況
（利用者数増減、稼働率）

ランニングコスト
（維持コスト、運営コスト）

■２次評価

■適正配置方針

公共性
（法令等、収益性）

交通利便性
（駅、バス停からの距離）

施設周辺の人口
（周辺人口の集積状況）

市施策との関連性
（総合計画、関連計画）

市民意向
（利用者調査等）

配置状況
（配置基準、需給予想等）

コスト削減目標に適合するよう、施設の配置方針、統廃合時期等を整理



１７ １次評価・２次評価の実施

■１次評価 （ハード（劣化度）とソフト（利用度等）を考慮したポートフォーリオ評価）

建物評価 耐震性の有無
老朽化率
維持コスト

サービス評価 利用者増加数
稼働率
運営コスト

■２次評価 （施設の周辺環境、市民意向等を可能な限り指標化し評価）

＊１次評価、２次評価とも客観的な評価を行う。
＊１次評価は実施主体によらず同様の結果が出る傾向にあるのに対し、２次評価は市町村
の課題、目指す将来像で結果は大きく異なる。

施設自体

（１次評価）

施設周辺

（２次評価）

施設毎
の整備
方針

継続
複合化
統合
規模縮小
譲渡・廃止



１８ 適正配置方針の策定

手法 内容 イメージ図

廃止
利用されていない施設、不要
な施設・危険施設は機能を停
止し、取り壊しを行う。

統合
同一機能を持つ複数施設を
1か所の施設に統合する。

機能移転
異なる機能を持つ複数施設を
1か所の施設に統合する。施
設の取り壊しは行わない。

機能停止
施設としての機能を停止する
が、取り壊しは行わない。

Ａ施設
（延床面積：200）

廃止

公
民
館

保育所・高齢者施設

保育所 施設機能停止

施設機能停止高齢者施設保育所

統合施設
（延床面積： 350）

Ａ公民館
（延床面積：200）

Ｂ公民館
（延床面積：200）

適正配置方針では、長寿命化工事や統廃合等の施設の最適化と、その実施時期を定め
て整理し、施設維持管理・運営費の削減と持続可能な財政運営を図っていく。

公共施設統廃合イメージ



１９ 施設統廃合を可能にする「入り口」の再構築

*既存の縦割り組織だけで対応するのでは、今後の地域課題の解決にはつながらない

高齢者 × 学校

高齢者就労による保育補助での

保育・子育て支援

学校の空きスペースを活かした

保育・子育て支援

放課後の子どもの居場所確保の

学童保育

キーワードは 「入り口の再構築」

*人口減少、少子高齢化社会がもたらす縮小社会⇒あらゆる場面で「担い手の不足」

担い手が減ってきている中で、これまでと同じものを同じ規模で進めるのは無理

高齢者 × 保育

保育 × 学校

解決すべ
き課題の
視点から
考える

*「入り口の再構築」による公共施設マネジメントの実現が地域課題も解決！

⇒ 発想の転換（行政サービスのあり方を前提条件から見直すこと）



２０ 計画体系の世界観の統一の必要性

総合計画（後期）

公共施設個別計画

都市計画マスタープラン

2019 2020 2024 2031

■2015⇒2025の現象予測
生産人口 41,834人 ⇒ 41,551人 ▲283人 （▲0.7％）
後期高齢者 7,028人 ⇒   9,721人 ＋2,693人（＋38.3％）

総合計画でしっかりと少子化・高齢化対策を述べても、総合計画の下にぶら下がる個々の
計画が、同じ方向を向いていないと、課題解決に結びつかない。

将来の一定の時点での世界観を、次の具体的な項目において合わせておく必要があ
る。

（世界観統一のための項目例）
・人口（人数、構成）
・その時点で生じるであろう課題
・課題解決に向けたアプローチや成果指標

■清須市の主な計画の実施期間


